
４．基地と財政 

 

  市域の約７．７％の基地を抱える本市において、基地に関連した収入（基地関係収入）

 を得ており、平成１９年度普通会計決算で市の歳入総額の５．９％を占めている。 

 基地関係収入には次のようなものがある。 

 

 （１）基地周辺対策事業補助金等 

   本市には、７カ所の米軍基地と４カ所の自衛隊基地が所在し、これら基地の所在は、

  公園や道路及び上下水道等の都市基盤整備の阻害要因となっているほか、基地から派

  生する事件や事故は市民の生活環境や安全で快適なまちづくりを推進していく上で、

  様々な影響を及ぼしている。 

   国は、これら基地から派生する諸問題に対処するため、基地周辺住民の生活の安定

  及び福祉の向上に寄不するため「防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」（昭

  和４９年法律第１０１号。以下この項及び（４）において「法」という。）に基づき、

  基地周辺対策事業の支援を行ってきた。 

   本市においても、法に基づく障害防止事業（第３条）、民生安定整備事業（第８条）

  及び特定防衛施設調整交付金事業（第９条）並びに住宅防音工事助成事業（第４条）

  による基地周辺対策事業のための助成措置が講じられてきており、周辺生活環境の整

  備にかなりの成果を上げてきた。 

 

 （２）基地交付金等 

   「国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する法律」（昭和３２年法律第１０４ 

   号）に基づく交付金や施設等所在市町村調整交付金等が交付されている。 

 

   ① 助成交付金 

     助成交付金は、「国有提供施設等所在市町村助成交付金に関する法律」（昭和

    ３２年法律第１０４号）の定めるところにより、国が所有する固定資産のうち、

    米軍や自衛隊に使用されている固定資産の台帳価格に応じて基地所在市町村に交

    付されている。この交付金は、市町村が米軍や自衛隊がが使用する資産に対して

    は固定資産を課することができないため、固定資産税に代わる財源補填の性格を

    有するものと解されている。 

 

   ②  調整交付金 

     調整交付金は、「施設等所在市町村調整交付金交付要綱」（昭和４５年自治省

    告示第２２４号）の定めるところにより、米軍資産及び施設等に係る税制上の特

    例措置等により市町村が受ける税財政上の影響を考慮して交付される。 

 

 

 

 



 （３）返還道路整備事業補助金 

返還道路整備事業補助金は、「沖縄県内所在返還道路整備事業補助金交付要綱」の

定めるところにより、沖縄県の区域内において駐留軍から返還された旧施設及び区域

内の道路で、施設及び区域の返還に伴い現状に回復することが丌適当と認められるも

のについて、公道とするため市町村が行う当該道路敷地の買入れに要する経費に対し、

予算の範囲内において、当該市町村に補助金を交付するものである。 

対象となる経費の範囲は、道路整備事業に要する用地費や道路整備事業に付帯して

必要な地方事務費で、補助率は１０/１０である。 

 

 （４）防音事業関連維持費補助金 

自衛隊等の航空機の離陸、着陸等の頻繁な実施等により生ずる音響を防止し、又は

軽減するため、法第３条第２項等の規定又は行政措置に基づく補助により工事を実施

した小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、幼稚園、保育所及びへき地保育所に

設置された空調設備の稼動に要する料金等に対する助成金である。 

 

 （５）施設区域取得事務委託金 

この委託金は、自衛隊の施設並びに駐留軍の使用に供する施設及び区域の取得、管

理、運用及び返還に関する諸問題について、円滑かつ適正な処理を図るための地権者

等との各種連絡調整事務の委託金である。 

 

 （６）財産運用収入（基地関係のみ） 

   この収入は、うるま市が軍用地主として受け取る地代である。 

 

       

【米軍に直接電話するには？】 

  米軍の各部隊には、日本語を話せる渉外官と呼ばれる人が部署があり、そこを通

して連絡することになります。話の内容によって担当する部署が決まりますが、各

軍の代表的な部署を以下に紹介します。なお、電話交換手が電話で話しかけてきま

すが、基本的には日本語も通じます。 

  空 軍：第１８航空団広報局渉外部 

      TEL:098-938-1111（交）634-1595（内）又は939-7812（直） 

  海 軍：在沖米艦隊活動司令部報道部 

      TEL:098-938-1111（交）634-6748（内）又は937-7142（直） 

  陸 軍：第１０支援群渉外室 

      TEL:098-911-1111（交）644-5133（内）又は956-0142（直） 

  海兵隊：在沖米海兵隊外交政策部 

      TEL:098-911-5111（交）645-4233（内） 

  その他：在日米軍沖縄調整事務所（四軍の取りまとめ機関） 

      TEL:098-911-5111（交）645-7224（内） 
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